
平成２９年度実施事業に係る事務事業評価について 

 

１ 事務事業評価（事業レベルのＰＤＣＡ）の概要 

本県が実施する事業の内容や成果を県民に分か

りやすく示し、県民の期待に応え信頼性の高い県政

運営に努めるため、事務事業評価を実施する。 

評価対象事業については、事業実施前に「事業評

価個票」により事業概要を公表し、事業実施後、各

部局長等のマネジメントによる内部評価、行政支出

点検・行政改革推進委員会及び一般県民による外部

評価・検証を経て、評価結果を公表する。 

 

２ 平成２９年度実施事務事業の評価の進め方 

28
年
度 

３ 

月 

【事業評価個票の作成・公表】 

・対象事業は平成 29 年度当初予算「重点項目推進特別枠」を活用し

た全事業 

・事業単位ごとに「事業評価個票」を作成し、県ＨＰで公表 

Plan 

計画策定 

29
年
度 

 

【事業実施】 
Do 

実施 

30
年
度 

５ 

月 

～ 

11 

月 

【内部評価】 

部局マネジメントのもと、各部局において「事業評価個票」に基づき

評価・検証（４月～５月） 

Check 

検証 

  ↓ 

【外部評価】県行政支出点検・行政改革推進委員会及び一般県民 

①県民意見募集（６月～７月） 

内部評価結果をＨＰで公開して、県民から意見募集 

②委員会での評価・検証（７月～11月） 

「事業評価個票」に基づき、各部局の内部評価結果や県民意見への各

部局の対応方針を踏まえて評価・検証 

第１回 環境エネルギー部②、子育て推進部② 

第２回 健康福祉部①、商工労働部③、観光文化スポーツ部②、 

    県土整備部① 

第３回 企画振興部①、農林水産部④、教育庁② 

※○内は評価対象事業数 

  ↓ 

【評価結果の公表】評価結果を県ＨＰで公表 

11
月 

～ 

【平成 31年度予算に反映】 
Action 

見直し 

 

資料３－１ 
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事務事業

山形県
総合発展計画

【短期アクションプラン」
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